





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































付加価値額／（名目）国内総生産 14．7％ 13．9％ 16．4％ 16．5％ 15．8％
従業員数／雇用者数 1・・1 9．7 9・・ P 9．5 8．8







売上高／（法人企業）売上高 29．9 29．2 29．1 ・6・・［ 24．9
営業利益／営業余剰 ・6・・ P 33．0 25．2 …1 21．1
法人税等引当額／法人税等 35．3 …1 ・6・・1 31．4 28．5
配当金・役員賞与／配当金・役員賞与 36．3 33．8 …i 39・・1 34．4
（備考）　1．東京証券取引所上揚会社の計数は各社「有価証券報告書」，国内経済に関する計数は売上高を除
　　　　き，経済企画庁「国民経済年報」，売上高のみ大蔵省「法人企業統計年報」により，それぞれ算出。
　　　2．東京証券取引所r東証要覧』東京証券取引所，各年版により作成。
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中核として形成される企業結合体をも視野におさめるとしたら，これらの企業が日本経済のうちにお
いて占める地位の大きさは，どれほどの数値を示すこととなるのであろうか。
4　会社機関の構造
　企業への出資様式における株式制度の採用は，社会的規模での貨幣資本の集中を基礎とする経営の
飛躍的な大規模化を実現せしめると同時に，現実資本と擬制資本とへの資本の二重化を契機に現実資
本の機能としての経営の半恒久的な永続化をも可能ならしめることにより，大規模にして永続的な経
営を担当すべき主体を確保することの必要性に関わる問題を提起する。
　もとより，すでに出資者のすべてにっいて責任の有限性を前提とする株式会社にあっては，無限責
任の負担に応ずることの必要ゆえに自ら直接に経営を担当することを強制される所有者は存在しない
以上，経営を担当すべき具体的個人の獲得は，彼自身における所有の有無大小と関わりなく，是非と
もなされねばならない。しかしながら，他方，企業に対する究極的所有権が出資者に帰属するかぎり，
経営の維持ならびに企業の存続に関し，経営担当者は最終的に，出資者に対し責任を負うのでなけれ
ばならない。
　ここに，株主総会，取締役会，ならびに業務執行担当常勤役員群の三者からなる，株式会社に固有
の会社機関の設置が要請されるものであることは，いまさらあらためていうまでもないことであるの
かもしれない（14）。
　しかしながら，現実の株式会社が個々に有する会社機関の構造には，当然のこととして著しい多様
性が認められるとともに，他方では，その多様性を貫いて，国ごとに他とは異なる独特の構造が存在
するかのように見える側面もある。その場合に，もしも，特定の国の株式会社の多くに共通に見いだ
される会社機関の構造が，そのうちに三機関の存在を確認しがたいようなものであるとしたら，株式
会社における会社機関が三種のものにより構成されるとする，さきの見解そのものの一般的妥当性が
疑問視されることも，十分に起こり得るといわねばならない。
　そして現に，日本の株式会社における会社機関の構造を理解するしかたをめぐって，そのような問
題が生じ，さまざまな事項との関連で，それへの言及がなされてきている。
　図1および図2は旧稿の末尾に掲げた模型図であるが，論者が上述の問題を意識しつつ，アメリカ
合衆国の株式会社および日本の株式会社のそれぞれについて一般的と考えられる会社機関の具体的構
造を，極限にまで単純化することにより作成したものである。
　見られるように，図は三機関のそれぞれを構成する人びとの機関所属における重複の度合，すなわ
ち単独機関への専属あるいは複数機関への参加の状況に焦点を当てて作成されている。それが意図す
るものは，株式会社における会社機関の構造のうちにあって各機関が，一方において自己に期待され
た独自的機能を遂行しつつ，他方で同時に，他の機関とのあいだの必要な連関をも確保することによ
り，会社機関の全構造とそのなかでの自己の存在理由を示し得ている現実的な度合を推測することで
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図一1　アメリカの株式会社における会社機関
取締役会
（Board　of　Directors）
業務執行担当常勤役員
〔Executive　Officers）
非取締役株主
株主取締役（非常勤）
非株主取締役（非常勤）
取締役兼業務執行担当常勤役員
［Chief　Executive　Officer（s）を含む］
　　［会長Chairman］
　　社長President
　　［上級副社長Administrative
　　（or　Senior）Vice．President］
業務執行担当常勤役員
?｛
　　上級副社長Administrative
　　（or　Senior）Vice・Pres且dent
　　下級副社長Executive（or
　Junior）Vice－President
　　その他役員Other　Officers
??｛
　　財務担当役員Treasurer
　　文書担当役員Secretary
　　　　　　等々etc．
図一2　日本の株式会社における会社機関
株主総会
取締役会
常勤役貝
［株主取締役（非常勤）］
　　　　　　［元・常勤取締役］
　　　　　　［関係会社常勤取締役］
　　　　　　その他
　　　　　取締役・会長
　　　　　取締役・社長
　　　　　取締役・副社長
　　　　　専務・取締役
　　　　　常務・取締役
　　　　　　　　取締役
驚蕪役｝踏役
（備考）　拙稿「現代日本の株式会社と最高経営組織」，r明治大学社会科学研究所
　　　年報』第25号，明治大学社会科学研究所，1985年1月，77ページより再掲。
ある。その場合，各機関の独自的機能を，他の機関との最も直接的な関係のなかでのそれに限って確
認するならば，株主総会においては取締役の選出，取締役会にあっては業務執行担常勤役員の任免，
そして常勤役員においては取締役会の決定した基本的経営方針にもとつく業務の執行がそれであろう。
　アメリカの株式会社の場合と日本のそれとの比較においては，まず，株主総会と取締役会との関係
に関するかぎり，特に差はないものと見なしている。なお，最も厳密な意味では，そもそも作図に際
し，株主総会と業務執行担当常勤役員群とのあいだの具体的な直接的関係をも視野におさめねばなら
ないにもかかわらず，それをあえて無視したのも，この点を予定してのことにほかならない。
　両国の差異が顕著に表われるのは，取締役会と業務執行担当常勤役員群とのあいだの関係について
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である。そして，両機関のそれぞれにおける独自的機能の遂行が構造的に保証され，かつ，両機関の
あいだに必要な機能的連関もまた確保されているのがアメリカの揚合であることは，一見して明らか
である。
　対照的に，日本の株式会社における会社機関の場合には，取締役会と業務執行担当常勤役員群との
二機関のそれぞれが，自己に期待された独自の機能を可能なかぎり自立的に遂行しつつ，同時に他と
のあいだに必要不可欠な連関をも確保するという形での，両機関のあいだの相対的に自立的かつ相互
に補完的な関係を期待することが，構造的にはきわめて困難と見られる。そして，これら両機関の機
能が同一の人びとにより担当・遂行されることの結果として生ずる現象の具体的性格を決定する要因
は，結局のところ，取締役会内部における全構成員の権限の対等性と，業務執行担当常勤役員の全職
位を貫く権限の階層性とのあいだの矛盾の処理に際して，最終的になされる選択の方向のいかんであ
ると考えられる。とすれば，取締役会構成員であると同時に業務執行担当常勤役員群のうちにあって
特定の職位を満たしている個人のそれぞれが行う決定とそれにもとつく行動に，影響を及ぼすであろ
う諸事情を考慮することが必要となろう。
　もちろん，日本の株式会社の場合でも，取締役と常勤役員との職位のすべてが同一の人びとによっ
て占められているわけではなく，少数であるとはいえ，一方には非常勤取締役が存在し，他方には取
締役以外の常勤役員が，仮に法律によりその存在を保証されているものに限っても，監査役の形で設
置されている。ただし，それらの地位を充当する人びとの個別的属性を見れば，非常勤取締役は元常
勤取締役もしくは関係会社（特に親・子会社あるいは，いわゆる兄弟姉妹会社）の常勤取締役である
場合が多く，いわば常勤取締役の時間的または空間的な延長に相当する性格の人びとである。また，
監査役についても，アメリカの株式会社における非取締役・業務執行担当常勤役員の役割をこれに期
待しうるものでないことはもとより，いかなるものであれ，株式会社の会社機関の基本的構造が本来
予定する各機関固有の機能の万全なる遂行を担保する役割をこれに期待することは，制度上も，また
現実に監査役の職位を充当することの多い人びとの属性からも，困難であるといわざるをえない（15）。
　取締役会構成員と業務執行担当役員群とが実質上，ほとんど同一であることから生ずるであろう結
果に対して影響を及ぼすことが考えられる要因としては，むしろ，一方で株主総会と取締会役会との
あいだの現実的かつ具体的な関係の内容と，他方では取締役兼業務執行担当常勤役員が企業内部にお
ける業務遂行体制全体のなかで占める位置とを点検することが重要性を帯びるものと考えられる。
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